発起設立の手続き

〔決定事項〕
1 会社の商号（会社名）
2 会社の目的（事業内容等です。ご希望の業種をお書きください）
3 本店所在地（会社の本社にする場所）　　
　　　　　　　　　
4 資本の額

　　　　　円
5 発行可能株式総数（空欄でも結構です）
　　　　　　　　　　　　　　　　　株
6 設立時に発行する株式の総数（④÷５万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　株
7 株式１株の払込金額　５万円
8 取締役会の有無　　　　有　　　　　・　　　　　　無

※特にご連絡がない場合は、取締役会と監査役の無い形態にします

※取締役会を設置する場合は監査役を設置する必要があります。

　　　　　↓

　　　　　監査役氏名　

9 取締役の氏名住所
取締役会を設置しない場合、取締役は一名以上で可能です。
取締役氏名　　
取締役氏名　
　
取締役氏名　　

代表取締役　　住所
氏名

　　※代表者のみご住所の記載をお願いします。
10 役員の任期　　　　年
11 事業年度　　　　月　　日から　　月　　日まで
12 発起人の氏名住所株式数
１）　　　　　株　　

　住所
氏名

　　
２）　　　　　株

住所

氏名
※一人様のみの場合は２はご記載頂かなくても結構です。
⑫設立希望日

　　平成　　　年　　　月　　　日
　　　　

〔ご用意いただくもの〕
※下記の印鑑証明書を取得された際は事前にメールまたはＦＡＸでお送りください
　　１　新会社の印鑑
（別途ご料金ご負担ですが、こちらでご用意させて頂くこともできます）

　　２　各取締役の実印（役員となられる方々個人のご実印）
　　３　各取締役の印鑑証明書原本（３か月以内）　　　　　　各２部
· 取締役会設置会社の場合は代表取締役の印鑑証明書

（３箇月以内・各２部）

　　４　各発起人（各株主になられる方）の実印
５　各発起人（株主）の印鑑証明書原本（３か月以内）　　各２部
※（上記２とは別個に必要です）
６　通帳の写し（Ａ４番で全３頁分コピーをお願いします）
※①通帳の見開き表表紙
　　　　　　＋
②見開き裏表紙（支店、口座番号等が印刷されているのページ）

　　　　　　＋
③見開きご入金のページ

※お振込は定款作成日付後にお振込みする必要があります
※お振込又は再入金は、資本金全額でお願い致します。
　よく誤解されている例

　新会社の資本金を１００万円（発起人一人様）とする設立の場合

通帳に既に５０万円残高がある為、残りの５０万円を入れて合わせ
て１００万円とする場合

→　会社設立登記は出来ません。
この場合は、５０万円を引き出すか又は、残高はそのままにして確
実に各発起人様の負担部分を口座に入れて頂き、合計１００万円を
資本金として発起人口座に入れて下さい。
（分割入金でも可能です。例えば２５万円×４回で入金した場合）
御連絡先

東京都港区西新橋一丁目９番２号
植松ビル３階
法律事務所・司法書士事務所
東京法務コンサルタント

電　話　０３－６２６８－８０７７

ＦＡＸ　０３－６２６８－８０７８
メール　info@tokyo-lac.com
